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ＮＧＯとＯＤＡの連携に関する中期計画 
平成２８年６月-平成２９年６月の進捗報告 

 

平成２９年６月２９日 

ＮＧＯ・外務省定期協議会連携推進委員会 

 

１ ＯＤＡ政策策定における協働 

・我が国は，平成２７年９月に国連において採択された「持続可能な開発目標

（ＳＤＧｓ）」を含む「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」を国内実

施と国際協力の両面で推進するため，平成２８年５月，安倍総理を本部長とす

るＳＤＧｓ推進本部を設置。また，同推進本部のもと，行政，ＮＧＯ，ＮＰＯ，

有識者，民間セクター，国際機関等の関係者が集まり意見交換を行う場として，

ＳＤＧｓ推進円卓会議が設置され，ＮＧＯを含む広範な関係者の意見を取り入

れる仕組みが確立され，同「円卓会議」の開催やパブリック・コメントの実施

により，多様なステークホルダーや市民社会の意見も踏まえた「ＳＤＧｓ実施

指針」（平成２８年１２月，推進本部決定）が策定された。また，策定日には外

務省・ＮＧＯ・民間企業・研究者の４者合同記者会見も実現し，２０３０アジ

ェンダ推進の核となる「パートナーシップ」を再確認することとなった。こう

した取組により，政府とＮＧＯの連携がより一層進展した。今後も，ＳＤＧｓ

の普及・啓発及び実施にあたり，政府とＮＧＯとの連携をより一層進めていく。 

・ＮＧＯ・外務省定期協議会の機会を一層積極的に活用し，Ｇ８食料安全保障

及び栄養のためのニューアライアンス，シリアの和平とその基礎づくりに向け

た取組，ＳＤＧｓ実施指針及びＳＤＧｓ実施における地域ステークホルダーと

の連携，安全対策等に関し，ＮＧＯと外務省との間で活発な意見交換を行った。

また，外務省からは，平成２８年度開発協力重点方針，平成２９年度外務省予

算要求におけるＯＤＡ関連予算の重点項目，国際女性会議ＷＡＷ！等に関する

報告を行った。特に，ＳＤＧｓ実施開始年である平成２８年度の定期協議会で

は，年間を通じてＳＤＧｓを議題として取り上げた。 

・ＯＤＡ政策に関する現地ＮＧＯとの連携強化に関しては，草の根・人間の安

全保障無償資金協力において現地ＮＧＯ等との意見交換会を平成２７年度に試

行的にタジキスタンで開催し，平成２８年度ではアルメニア，ケニア，ボリビ

ア，モザンビークで開催した。 

・平成２８年度の連携推進委員会では，委員以外のＮＧＯ，特に地方のＮＧＯ

などの参画が停滞気味であったが，平成２９年度から，地方ＮＧＯから連携推

進委員を選定するなどの改善を図っている。 
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２ 日本ＮＧＯ連携無償資金協力（Ｎ連），草の根技術協力における協働 

・平成２８年度のＮ連実績は約４３．５億円で過去最大規模となり，合計２９

か国・１地域において１０２件／５４団体に対する協力を実施した。更に平成

２９年度は，安全対策等の重要施策を重点に置くことにより，前年度比１億円

増で過去最大となる４７億円の予算を確保することができた。また，ＮＧＯ側

から優先課題として挙げられていたＮ連等の事業における一般管理費の拡充に

ついても，平成２８年７月からの導入が実現し，大きな進展があった。 

・ＯＤＡの重要政策課題への戦略的パートナーとしてＮＧＯが参画するため，

平成２９年度のＮ連手引きから，対象となる重点課題事業として，新たに「中

南米における格差是正（保健，教育，人材育成）や防災・環境保全事業」を加

えた。更に，ＴＩＣＡＤプロセスとの連携の観点から，ＴＩＣＡＤプロセスに

おける日本政府の取組に合致するＮ連事業が，日本政府が制作するＴＩＣＡＤ

における日本の取組の進捗状況報告書に収載されることとなった。 

・Ｎ連の手引に関しては，より良い運用に向けて，外務省とＮＧＯとの間で引

き続き協議を行う必要がある。そのために，手引に関する意見交換会を充実さ

せていく。 

・草の根技術協力事業における連携意義・効果発現を高めるため，ＮＧＯ－Ｊ

ＩＣＡ協議会において，ＳＤＧｓの観点を取り入れている草の根技術協力事業

の事例等について共有した。 

・行政事業レビュー・外務省ＯＤＡ第三者評価等における指摘を踏まえ，平成

２７年度に制度を見直した草の根協力支援型・草の根パートナー型の統合（新・

草の根パートナー型 ）及び小規模金額枠（新・草の根協力支援型 ）の定着化

に努め，平成２８年度はパートナー型２６件(前年度２８件)，支援型２９件(前

年度２９件)の応募を得た。 

・平成２７年度ＮＧＯ－ＪＩＣＡ協議会の重点議題として取り上げたＮＧＯ等

支援事業の拡大について，平成２８年度からＮＧＯ等活動支援事業として，Ｊ

ＩＣＡ企画型，ＮＧＯ等提案型の２つのプログラムに大別し，国内拠点主導の

実施体制に変更した。特に，ＮＧＯ等提案型プログラムはＮＧＯからの提案件

数が大きく増加し，応募１３件，採択８件となった（その他実績は下記８参照）。 

・ＮＧＯがＯＤＡの重要政策課題に戦略的パートナーとして参画するための欧

米の実施例等の研究については，平成２９年３月，ＪＩＣＡ・ネットワーク型

ＮＧＯ合同で英国ネットワークＮＧＯ ＢＯＮＤの総会へ調査団を派遣し，ネ

ットワークＮＧＯの強化，ＪＩＣＡとネットワーク型ＮＧＯの連携強化のため

の調査を行った。また，同月，日本国際交流センター（ＪＣＩＥ）を通じ，日

本のＮＧＯの代表が訪米し，米国におけるＮＧＯとの連携・協力・支援の状況

に関する調査を実施した。 
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・我が国ＮＧＯが現地の有力なＮＧＯをパートナーとして実施するＮ連「パー

トナーシップ事業」の更なる形成に向けては，今後も研究・検討を進めていく。 

 

３ ＯＤＡ本体業務へのＮＧＯ参画促進 

・前年度に続き，ＮＧＯ－ＪＩＣＡ協議会のタスクフォースとして取り組みが

進められ，ＮＧＯからの提案をベースに，平成２８年度は計６案件（新規１件

及び前年度分５件）に関し，ＯＤＡ本体業務におけるＮＧＯ－ＪＩＣＡの連携

強化・促進に向けた個々の具体的な検討・協議が行われた。この結果，技術協

力プロジェクト等ＯＤＡ本体業務に直結する形には至っていないものの，全て

の案件において継続的な情報交換を行うこととなった。また，その後調査案件

の受注につながるなどの成果も見られた。これまでの取り組みに関し，ＮＧＯ

－ＪＩＣＡ双方で振り返りがなされるとともに，ＮＧＯにより「ＯＤＡ本体業

務におけるＮＧＯ－ＪＩＣＡの連携強化・促進のための留意点」が作成された。

次年度（平成２９年度）以降も，ＮＧＯからの提案を基に技術協力プロジェク

ト等ＯＤＡ本体業務形成に向けた協議を継続することとなった。 

・ＯＤＡ本体業務において，途上国政府との間で要望調査が行われる段階から，

ＮＧＯとの連携による優良案件形成に繋がるよう今後も協議を続けていく。 

 

４ 企業とＮＧＯの連携 

・企業はＳＤＧｓの実施に関心を高めており，ＳＤＧｓはＮＧＯ活動と企業活

動の連携を一層力強く進める重要な契機となりえるものとの考え方からも，平

成２８年度ＮＧＯ研究会では「国際協力ＮＧＯ経営層のためのＳＤＧｓガイド

ブック」が取りまとめられた。 

・平成２９年３月，国際協力ＮＧＯセンター（ＪＡＮＩＣ），ＮＧＯ，企業の連

携推進ネットワーク及びＪＩＣＡの共催で，「ＮＧＯ×企業連携シンポジウム」

として，「企業と ＮＧＯ の連携の可能性 ～グローバルな課題をともに解決す

るために～」を名古屋で，「発掘！連携最新事例！～担当者から聞くソーシャル

イノベーションの起こし方～」を東京で開催。同ネットワークが４回開催した

定例会のうち，平成２８年６月の「各セクターから見るＧ７伊勢志摩サミット」

では，外務省とＮＧＯからの報告も盛り込まれた。 

・平成２９年３月，関西ＮＧＯ協議会とＪＩＣＡ関西との共催で，関西地域に

おけるＮＧＯと企業の連携促進フォーラムとして，「第４回かんさいＣＳネット

ワークフォーラム～ＳＤＧｓとソーシャルブランディング：地球規模の課題と

企業のつながり方を考える～」を大阪で開催。 
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５ 政策提言・ネットワークＮＧＯとの連携 

・ＴＩＣＡＤⅥに向け，「市民ネットワーク for TICAD」と外務省アフリカ部と

の意見交換会が合計５回行われ，本会議のみならず，高級実務者会合（平成２

８年３月，ジブチ），閣僚級会合（平成２８年６月，ガンビア）への市民社会の

参加や「ナイロビ宣言」および「ナイロビ行動計画」の内容に関する市民社会

と外務省の意見交換が積極的に行われた。本会議においては，市民社会が積極

的に参加した他，日本の市民社会が８月２６日～２８日に開催したサイドイベ

ントに関して，外務省がその実施を支援した。 

・平成２８年９月，ＪＩＣＡ主催で，ネットワーク型ＮＧＯ等１１団体と「ネ

ットワークＮＧＯの運営，人材確保等」「草の根技術協力事業新制度導入」「開

発教育」について意見交換会を開催。 

・平成２９年３月，ＪＩＣＡ・ネットワーク型ＮＧＯ合同で英国ネットワーク

ＮＧＯ ＢＯＮＤの総会へ調査団を派遣し，ネットワークＮＧＯの強化，ＪＩ

ＣＡとネットワーク型ＮＧＯの連携強化のための調査を行った。 

・ＪＩＣＡからネットワーク型ＮＧＯ等１１団体に参加依頼をしたうちＮＧＯ

４団体が上述４の「ＮＧＯ×企業連携シンポジウム」に参加し，各地域でのＮ

ＧＯと企業間の連携強化の支援が行われた。 

・ネットワークＮＧＯを含むＮＧＯとの定期的な対話を従来から行っていたＪ

ＩＣＡ中部国際センター，ＪＩＣＡ四国支部に加え，ＪＩＣＡ関西国際センタ

ーでもＮＧＯ－ＪＩＣＡ間の定期協議に向けた試行的な協議を行い，関西地域

でのＪＩＣＡとＮＧＯとの連携の在り方について意見交換した。 

・政策提言（アドボカシー）の要素を含むＮ連案件のモデルケースの形成を検

討することについては今後の課題。 

 

６ 国際機関に関する協働 

・平成２８年１０月，国際連合パレスチナ難民救済事業機関（ＵＮＲＷＡ）事

務局長訪日の機会を捉え，ＵＮＲＷＡと日本のＮＧＯとの意見交換の場を設け，

ＮＧＯ側から７団体１１名が参加した。 

・同年１２月，ＷＦＰ事務局次長訪日の機会を捉え，ＷＦＰと日本のＮＧＯと

の意見交換の場を設け，ＮＧＯ側から９団体１４名が参加した。 

・ＵＮＨＣＲの実施パートナー（ＩＰ）となったＮＧＯは，平成２８年案件で

７団体，平成２９年６月時点案件で６団体となった。 

・昨年開催された国連機関とＩＰ契約実績のある団体と外務省との間の意見交

換会については，その後，外務本省から各在外公館への報告等を通じてフォロ

ーアップを実施した。今後，ＮＧＯと在外公館の間の更なる連携が期待される。 
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７ 広報及び地方ＮＧＯによる多様な国際協力における協働 

・平成２８年度においても，外務省，ＪＩＣＡはＮＧＯと協力し，グローバル

フェスタ他各種広報行事を実施した。 

・ＮＧＯ相談員は，全国に配置されているＪＩＣＡ国際協力推進員との連携を

行いつつ，一般市民の国際協力に対する理解の促進を進め，平成２８年度にお

ける相談件数は１２，４０４件，出張サービスは全都道府県で実施され，その

実施件数は１８８件となった。またＮＧＯ相談員関連広報に関してのＳＮＳリ

ーチ総数は３５８，６５８件であった。 

・ＮＧＯ-ＪＩＣＡ協議会の中で「開発教育推進のためのタスクフォース」を設

置しＮＧＯとＪＩＣＡ双方に対して，現状と課題に関するアンケート調査を実

施した。今後，連携強化のための具体的な取り組みについて，とりまとめる予

定。 

 

８ 人材交流 

・人材交流の更なる活性化に向けて，ＪＩＣＡにおいて，以下の活動が行われ

た。 

 ＮＧＯ等活動支援事業の拡充を図り，ＪＩＣＡ企画型プログラムとして開

発途上地域で事業を実施するＮＧＯ等の能力強化のため事業サイクル・マ

ネジメント研修をＪＩＣＡの各国内拠点で開催した（計３２回受講者計４

７７名）。また，ＪＩＣＡ国内・在外拠点の発意により，計１３件の研修

を行った（国内３拠点７件／在外３事務所６件，受講者計５２２名）。加

えて，ＮＧＯ等提案型プログラムはＮＧＯ等からの提案件数が増加した

（応募１３件，採択８件（平成２７年度応募３件，採択３件））。 

ＪＩＣＡのＮＧＯ活動支援制度を利用し，４名の青年海外協力隊の帰国隊

員がインターンとしてＮＧＯで活動。 

 平成２８年度第１回ＮＧＯ相談員連絡会議において，ＪＩＣＡ職員による

講義を実施した。 

・平成２９年４月１日付で，２名のＮＧＯ経験者が外務省民間援助連携室配属

となった。 

・外務省・ＪＩＣＡ・ＮＧＯ間の更なる人材交流・連携強化に向けて，今後も

検討を続けていく。 

 

９ 安全対策を巡る協議 

・外務省は，緊急連絡先リストの随時更新，政府資金事業における安全対策経

費の計上促進を実施。Ｎ連においては，安全に係るＪＩＣＡの国内外での研修

参加に係る旅費の計上を一定の条件の下で認めた。 
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・平成２８年度補正予算においては，ＵＮＨＣＲの eCentre（国際人道援助緊急

事態対応訓練地域センター）を通じた日本のＮＧＯを含む人道支援関係者向け

の安全対策強化研修事業を実施するとともに，ＪＩＣＡによる国内外における

安全対策研修の開催案内をＮＧＯにも広く呼びかけた。バングラデシュやフィ

リピン等の現地においても，ＮＧＯからの参加を得た形で，安全対策に関する

会議を開催する等，日本のＮＧＯの安全対策強化に取り組んだ。今後も，安全

対策研修等に関し，ＮＧＯ側にとって受講しやすいようにするための措置につ

いて，引き続き検討を続けていく。 

・政策面においても，ダッカ襲撃テロ事件を受けて開催された国際協力事業安

全対策会議に関し，その最終報告の策定過程にＮＧＯ代表が参画する等の連携

が実現した。その常設化された同会議において，過去３回の会議全てにＮＧＯ

側代表が参加し，安全対策に関する協議における連携を深めるとともに，外務

省国際協力事業安全対策統括担当参事官とＮＧＯ側代表との間で，安全対策に

関する意見交換も実施された。 

・平成２９年３月に外務省が実施した海外進出企業向け安全対策セミナーへの

参加をＮＧＯ側（ＮＧＯ安全管理イニシアティブ：ＪａＮＩＳＳ）にも案内す

るとともに，外務省が承知する安全管理研修を実施する企業のリストをＮＧＯ

側に情報提供。また，eCentre が実施する安全対策研修の案内を，ＪａＮＩＳＳ

等を通じてＮＧＯ側に広く呼びかけた。 

・ＪＩＣＡでは，国際協力事業安全対策会議「最終報告」を踏まえて，安全対

策の強化を実施した。具体的には，脅威情報の収集・分析・共有の強化，安全

対策措置及び行動規範の事業関係者への共有と遵守・徹底，国際協力関係者へ

の共有，ハード・ソフト両面の防護措置，ＪＩＣＡの危機管理態勢の強化等に

取り組んだ。 

・研修・訓練の強化については，平成２８年１０月より，開発協力に携わる民

間企業，自治体・大学，ＮＧＯなどの関係者を対象とした短期渡航者向けの安

全対策（テロ対策）に関する座学・実技研修及びウェブサイト研修を新たに開

始した。今後も海外で身を守るうえで必要な渡航前の研修を継続して実施して

いく。また，平成２９年度には治安リスクが特に高い国に滞在する関係者に対

して，現地での安全対策研修も実施する予定である。 

・これらに加え，ＮＧＯ関係者との議論を踏まえ，日本の地方のＮＧＯにもそ

の意識喚起を図るべく，平成２９年度ＮＧＯ研究会でも安全管理について取り

上げるとともに，ＪＩＣＡ基金活用事業において，ＪａＮＩＳＳから提案のあ

った「日本のＮＧＯの安全管理者向け研修の実施環境整備事業」が採択された。 
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１０ 戦略的協働のための予算 

・ＮＧＯ側から優先課題として挙げられていたＮ連等の事業における一般管理

費の拡充についても，平成２８年７月からの導入が実現し，大きな進展があっ

た。 

・ＮＧＯ活動環境整備支援事業（Ｎ環）については，予算の削減が連続してお

り，少なからず，連携強化のための活動環境は厳しくなっている。平成２８年

７月から導入されたＮ連等の一般管理費拡充は，Ｎ環予算減額によるＮＧＯへ

の影響軽減に寄与しているが，Ｎ連のより良い運用に向けては，引き続き外務

省・ＮＧＯ間で意見交換を実施していく必要がある。また，今後も，ＮＧＯ及

び外務省双方が必要な予算額の確保に向けて連携・協働を強化促進していく必

要がある。      

・ＮＧＯによるＯＤＡ以外の資金調達の一層の強化に向け，ファンドレイジン

グ等に関する多様な取組の検討を続けていくとともに，ＮＧＯ側も，その独立

性を保ち，より広い層の市民に支えられながら本中期計画を実現していくため

に，支援者層の一層の拡大と自己資金比率の維持・向上が求められる。平成２

８年度には，ＴＩＣＡＤなど国際会議参加やプロジェクト実施のためにクラウ

ドファンディングを実施し，ＳＮＳツール等を活用してアピールすることで，

資金を集めた例があった。また，従来から行われている国連とＩＰ契約を結ぶ

ことによる資金調達に加え，遺贈寄付の相談窓口設置に国際協力ＮＧＯが協力

するなどの動きが見られた。 

 

 

     （了） 


